
◎　施策の基本情報

◎　前年度の評価の振り返り

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取組

２　成果指標

施　策　評　価　シ　ー　ト　（ 平 成 ２ ９ 年 度 実 績 評 価 ） 

総
合
計
画
中
期
プ
ラ
ン

政策№ 2-3 政策名
防災危機管理体制
の充実

政策の
目指す姿

災害や様々な危険から守ら
れ、暮らしています

施策
主管課

防災危機管理課
施策主管
課長名

阿部　勇悦

施策№ 1 施策名
危機管理体制の強
化

施策の
目指す姿

様々な危機に迅速に対応し
ています

関係課名 建築住宅課

現状と課題

・国の河川洪水による浸水想定区域や避難行動の考え方が見直されています。
・自主防災組織や住民への情報伝達や避難場所、避難方法、連携体制について課題が生じています。
・市と国や県等防災関係機関との強固な連携体制が求められています。
・災害時における本庁・支所間の情報通信手段の強化が必要です。
・コミュニティＦＭによる災害時の情報が伝わらない地域があるなど災害時の住民に対する情報伝達に課題があります。
・東日本大震災によるみなし仮設供与期間終了に伴い住宅確保や生活に不安を感じている被災者がいます。

(1)危機管理体制の確立
　○避難勧告の発令基準と行動を定めた避難勧告等発令・伝達マニュアルの見直し
　　・避難準備・高齢者等避難開始等、発令の文言見直しと浸水想定区域の拡大により増加した要配慮者利用施設に対し、避難情報発令前に見通しを電話連
絡するようマニュアルの見直しを行った。
　○防災訓練における地域と市、防災関係機関との連携強化
　　・花巻地域防災訓練に従来の花巻市医師会に加え歯科医師会にも参加いただいた。
　○避難に関する情報伝達体制、避難場所、避難方法の見直し
　　・浸水想定区域の拡大に伴い、石鳥谷地区の新堀、八幡地区の指定緊急避難場所を見直した。
　○国、県等の防災関係機関とのホットラインによる情報伝達体制の構築
　　・４月当初に国交省岩手河川国道事務所、盛岡地方気象台、県総合防災室等関係機関の長・担当責任者と本市市長、副市長、消防長、担当部長、課長の
携帯電話番号簿を作成、関係機関で共有し、ホットラインによる情報伝達体制を構築した。
　○本庁、支所間の連携体制の強化と訓練の充実
　　・災害警戒本部設置時前から関係職員で気象情報を共有したほか、各地域の防災訓練時に本庁と支所の無線通信や映像伝送などの訓練を実施した。
(2)自主防災組織の結成促進
　○自主防災組織リーダー研修による組織の育成、活動支援
　　・8月４日に文化会館にて盛岡地方気象台、避難行動要支援者個別計画策定モデル地区を講師にリーダー研修開催。105団体、238人受講。
　○防災講話や防災訓練等の実施
　　・自主防災組織や自治会向けに防災に関する出前講座を２３回実施、延べ８５６名が受講したほか、市内４地域で防訓練を実施した。
　○個別計画の作成による要配慮者の支援体制の確立
　　・自主防災組織を中心に避難行動に支援が必要な方を地域の地域で支援する避難行動要支援者個別支援計画の作成に取り組んだ。
(3)市民への確実な情報伝達
　○コミュニティFM、緊急速報メール、テレビ等による情報伝達手段の充実
　・防災ラジオの定期的な自動起動訓練を毎月2回、午前と夕方に実施したほか、土砂災害危険個所の世帯に対して防災ラジオを配布した。
　・避難情報発令の際には、自主防災組織への電話連絡や緊急速報メール送信のほか、防災行政無線、有線放送、防災ラジオ、消防団と市職員による巡回広
報、コミュニティＦＭ、ホームページ、ツイッター、フェイスブック、テレビのデータ放送により周知を行った。
（4)震災被災者の生活支援
○震災被災者への被災者支援タクシー助成等の継続した生活支援体制の構築

成果指標名
成果指標設定の考え方

（なぜ、この指標で成果を測
ることにしたのか）

成果指標の測定企画
（どのように実績を把握す

るのか）
単位

数値
区分

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

自主防災組織の結成
割合

災害時における市全体
の対応力を示す指標

自主防災組織を結成し市
の認定を受けるには市に
届け出ることしている。この
届出に基づく全世帯に対
する構成世帯数の割合を
成果指標とする

％

目標値 88.0 94.0 100.0 95.0 98.0 100.0

実績値 88.9 91.5 91.7 93.3

防災訓練を実施した
自主防災組織数

平時の防災訓練が災害
時の自主防災組織の対
応力に反映されるものと
考えられるため

出典：自主防災組織活動
実態調査
問：本年度に行った訓練
(1)避難訓練  (2)災害図上
訓練 (3)避難所開設・運営
訓練 (4)消火訓練(5)救出・
救助訓練 (6)応急救護訓
練　(7)炊き出し訓練(8)情

組織

目標値 110 120 130

実績値 92 91 92 127

（前年度評価時の今後の方向性）
・自主防災組織が未結成の地域には地区役員の高齢化や地域住民の自主防災活動に対する意識の醸成に時間を要する地域もあることか
ら、広報はなまきでの防災特集や出前講座などにより防災意識の高揚を図り組織率の向上を図る。
・FM難聴世帯の解消策の調査検討を引き続き実施し、確実な災害情報の伝達体制を強化する。

（反映状況）
・自主防災組織が未結成の地区（花巻地域のみ）については区長に対して、自主防災組織を対象とする事業（自主防災組織リーダー研修会、
花巻地区防災訓練、避難行動要支援者個別避難支援計画作成説明会など）を開催する際に行政区あて出席依頼を行い、災害時の「共助」
の重要性を伝えてきた。
・FM難聴世帯の解消策について、FMはなまき開設時のコンサルに相談しているが、有効な解決策がなく、さらに検討が必要である。
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３　成果指標の達成状況

４　施策を構成する事務事業一覧

５　施策を構成する事務事業の検証

Ｂ

■成果指標「自主防災組織の結成割合」・・・【達成度b】
広報はなまきでの防災特集や出前講座、自主防災組織等リーダー研修（自主防災組織未結成の行政区にあっては行政区長に出席依頼
し、該当行政区長は全員出席）などを通じて防災意識の啓発を図り、自主防災組織の結成を促し、新たに３つの行政区で自主防災組織が
結成され、市全体で２１４組織（3４,607世帯）となった。しかしながら、未結成の行政区がまだ１２行政区（2,482世帯）あることから、引き続き自
主防災組織結成に向けた取組を推進する必要がある。
■成果指標「防災訓練を実施した自主防災組織数」・・・【達成度a　】
出前講座やリーダー研修による訓練実施の呼びかけのほか、自主防災組織による避難行動要支援者個別避難計画の作成について、地域
に出向いて説明会を開催し、併せて訓練の重要性を直接自主防災組織の役員に説明する機会が多く、訓練に取り組んだ組織数が増加し
たと思われる。

番
号

事務事業名 担当課 施策への貢献度

事業内容（活動実績）
対象 意図

成果
直結度

地域住民による自主的な防災活動を促進するため、自主防災組織の活動と未組織地域における設立を支援する（リー
ダ研修会開催１回、105団体238名受講）

１

自主防災組織支援事業 防災危機管理課
一致 直結

B

A

市内に居住する被災者の交流活動の促進と経済的負担軽減を図るため各種助成を実施する
（被災者と交流活動補助金１団体・２４７千円、引越経費の補助６件・５０２千円、タクシー券２６名・１名当１２千円）

２

被災者支援事業 防災危機管理課
一致 直結

B

A

東日本大震災で被災した住宅及び宅地の復旧復興のため、住宅の新築や補修、金融機関から融資を受けた場合の
利子、宅地の復旧等に対して補助を行う。（H29年度138件、40,503千円）

３

生活再建住宅支援事業 建築住宅課 間接・
少数

間接・
補完 C

C

（課題）
・共助による地域の防災力の向上のために自主防災組織未結成地区における自主防災組織の結成と、自主防災組織の活動を充実していく
必要性がある。

（今後の方向性）
・29年度より自主防災組織を中心に取り組んでいる「避難行動要支援者個別避難支援計画」作成の取り組みを進め、作成した個別計画に基
づく訓練実施による自主防災組織の活動充実を図る。また、未結成の地区においても出前講座の実施や自主防災アドバイザーによる支援・働
きかけを行うほか、「個別避難支援計画」作成の取り組みをお願いするとともに、自主防災組織結成を促し、地域の防災力向上を図る。

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はないか）
・なし

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
・自主防災組織支援事業について、結成済みの自主防災組織の活動の充実と未結成地区への働きかけを行うための「自主防災アドバイ
ザー」の制度を創設し、自主防災組織の強化を図る。

（新たに取り組むべき事業はないか）
・H30年度にＪアラートの受信機を新型に更新して起動時間の短縮を図る
・被災者支援事業については、平成30年度に市内に災害公営住宅が完成することから、被災者がどんな支援を求めているか等を被災者への
アンケートを通して把握するほか、岩手県の動向も勘案して事業の検証を行う必要がある。

６　施策の総合的な評価

達成度 達成状況に関する背景・要因
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